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産業界で必要なスキル・能力の獲得について－管理職 4,000 人の意識調査より－ 
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岡本 摩耶、 犬塚 隆志 

 

 

要旨 

産業界が求める人材と高等教育のあり方については、様々な観点から議論されてきた。しかし、

実際に企業に就職した後に一般社員から管理職へとキャリアを構築する中で、どのようなスキル・能

力がどのような職位の時に必要であったのか、またそれらのスキル・能力はどのような機関（時期）に

おいて獲得したものかについての調査は、知る限りでは見当たらない。 

本調査は、日本国内の企業に勤務する管理職を対象とした「スキルや能力の獲得」に関する意

識調査の結果から、産業界における人材育成等についての意識や実態について把握し、今後の

科学技術政策の推進に資する基礎的なデータを得ることを目的とするものである。 

2018 年 3 月、インターネット調査会社の保有する登録モニターの内、日本国内の企業に常勤の

管理職（正社員のうち、課長級及び部長級以上で部下を３人以上有する者）として勤務する 40 歳

代と 50 歳代の男女を対象とし、インターネットを利用したアンケート調査を実施した。調査内容は、

就職に関する意識や一般社員／主任・係長級／課長級／部長級のそれぞれの時期に業務に役

に立ったと思うスキルや能力とそれらの獲得機関（時期）等についての諸項目である。 

男女 4,000 人（男性 3,847 人、女性 153 人）より回答を得て集計・解析したところ、以下のことが

明らかとなった。 

- 理系の回答者は、理系以外の回答者と比べて、就職時の決定要因として「専門性の活用」

と「幼少期からの夢や憧れの実現」を考慮要因として重視する傾向がある。 

- 業務に役立つスキル・能力は、職位によって変化する。 

- 最終学歴が大学院卒（修士課程、博士課程）であると回答した群は、「一般社員時代」に業

務に役立ったスキル・能力として「研究力」「強みとなる専門知識」「職場の最新技術等への

適応力」「数理・データサイエンスに関する知識」を挙げる割合が全回答者群（全体）と比べ

て高かった。 

- 「業務に役立ったスキル・能力」を獲得した機関（時期）は、多くの回答者が「就職した後に

職場で」と回答してはいるものの、「コミュニケーション能力」「論理的思考力」「研究力」「数

理・データサイエンスに関する知識」等の涵養において、高等教育機関が果たす役割は大

きい。 

- 産業界の管理職が獲得（増強）したいと感じるスキル・能力の上位３項目は、「ビジョン・政策

立案力」「部下（後輩）の管理・育成能力」「リーダーシップ」である。 
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ABSTRACT 

About the gap between "higher education" and "human resources required by 

industry", many discussion have been made from various perspectives.  There is no 

investigation on what kind of skills and abilities was needed at which position or in 

which institution (period) did they acquire those skills and abilities after they get a job 

at a company. We conducted a survey on "acquiring skills and abilities" targeting 4,000 

managers working in companies in Japan. 

Through our survey, the following were clarified:  

- Managers who have a science background (STEM managers) tend to consider 

"utilization of expertise" and "realization of dreams and admiration f rom 

childhood" more carefully than non-STEM managers when they get a job. 

- The skills and abilities required for work change according to job title.  

- Managers who completed graduate school emphasize the importance of "research 

ability", "expertise", "adaptability to the latest technology in the workplace", and 

"knowledge on mathematical and data science" as skills and abilities of the rank 

and file employees. 

- The top three skills and abilities that industry managers want to acquire (enhance) 

are "vision and policy planning capabilities", "ability to manage and  foster 

employees", and "leadership". 
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概要-1 

 

 概 要 

 

１ 調査の目的 

産業界が求める人材と高等教育のあり方については、これまで様々な観点から議論が行われて

きた。産業界で求められるとされるスキル・能力としては、「課題設定・解決力」や「コミュニケーション

能力」等が挙げられるが、実際に企業に就職した後に一般社員から管理職へとキャリアを構築する

中で、どのようなスキル・能力がどのような職位の時に必要であったのか、またそれらのスキル・能力

はどのような機関（時期）において獲得したものかについての調査は、知る限りでは見当たらない。

また、個人の専門性や学歴によって、それらのスキル・能力の必要性や獲得機関（時期）に何らか

の違いがあるのかは非常に興味深い。 

本調査は、日本国内の企業に勤務する管理職を対象とした「スキルや能力の獲得」に関する意

識調査の結果から、産業界における人材育成等についての意識や実態について把握し、今後の

科学技術政策の推進に資する基礎的なデータを得ることを目的とするものである。 

 

２ 調査対象と調査方法、調査項目等 

2018 年 3 月 16 日～2018 年 3 月 20 日、インターネット調査会社（株式会社クロス・マーケティン

グ（保有パネル数：約 420 万人（調査実施時点において）））の保有する登録モニターの内、日本国

内の企業に常勤の管理職（正社員のうち、課長級及び部長級以上で部下を３人以上有する者）と

して勤務する 40歳代と 50歳代の男女（性別はインターネット会社に登録のものとする）を対象とし、

インターネットを利用したアンケート調査を実施した。調査内容は、就職に関する意識や一般社員

／主任・係長級／課長級／部長級のそれぞれの時期に業務に役に立ったと思うスキルや能力とそ

れらの獲得機関（時期）等についての諸項目である。 

 

３ 結果 

日本国内の企業に常勤の管理職（正社員のうち、課長級及び部長級以上で部下を３人以上有

する者）として勤務する 40 歳代と 50 歳代の男女 4,000人（男性 3,847人、女性 153人）より回答を

得て集計・解析したところ、以下のことが明らかとなった。 

○ 理系の回答者は、理系以外の回答者と比べて、就職時の決定要因として「専門性の活用」と

「幼少期からの夢や憧れの実現」を考慮要因として重視する傾向が認められた。 

○ 業務に役立つスキル・能力は、職位によって変化する。職位の上昇に伴って必要性が減って

いるように認められるスキル・能力（「課題を知る力」「課題を解決する力」「コミュニケーション能

力」「業務の遂行能力・倫理観」等）は、「不要になった」のではなく、新たに必要となるスキル・

能力が既存のレベルに追加された結果、相対的に必要性が減少して見えると理解して良いも

のと思われる。このような職位の上昇に伴って必要性が減っているように認められるスキル・能

力は、企業人のベースとして備わっていて欲しいスキル・能力と考えられる。その一方で、一般

社員時代から主任・係長級時代、課長級時代、部長級以上と職位が上がるに伴って、「リーダ

ーシップ」「部下（後輩）の管理・育成能力」「ビジョン・政策立案力」「俯瞰力」「社会的視野」は

新たに必要性（比重）が増してくるスキル・能力である。（概要図表１）。 

○ 最終学歴が大学院卒（修士課程、博士課程）であると回答した 498 人については、「一般社員

時代」に業務に役立ったスキルとして、「研究力」「強みとなる専門知識」「職場における最新技



概要-2 

 

術等への適応力」「数理・データサイエンスに関する知識」を挙げる回答者の割合が全回答者

群（全体）と比べて多い傾向が認められた（概要図表２）。 

○ 「業務に役立ったスキル・能力」を回答者が獲得したと考える機関（時期）について、全ての回

答者 4,000 人に関して分析した結果、多くの回答者が業務に役立ったスキル・能力の獲得機

関（時期）を「就職した後に職場で」と回答してはいるものの、「コミュニケーション能力」「論理的

思考力」「研究力」「数理・データサイエンスに関する知識」等の涵養において、高等教育機関

が果たす役割は大きいことがうかがえる（概要図表３、４）。 

○ 産業界の管理職が獲得したい（増強したい）と感じるスキル・能力として選択した上位３項目は、

「ビジョン・政策立案力」「部下（後輩）の管理・育成能力」「リーダーシップ」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要図表１ 業務に役立ったスキル・能力の職位による変化（全体）※それぞれの職位で 3 個ずつ選択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要図表２ 業務に役立ったスキル・能力の職位による変化（大学院卒（修士課程、博士課程））  
 ※それぞれの職位で 3 個ずつ選択   
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概要図表３ 業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期）（全体）※それぞれの職位で 3 個ずつ選択した合計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要図表４ 業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期）（大学院卒（修士課程、博士課程））  

                                          ※それぞれの職位で 3 個ずつ選択した合計 
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概要図表５ 産業界の管理職が獲得（増強）したいと感じるスキル・能力 ※3 個選択 
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第１章 調査の目的・方法・調査回答者の属性 

 

 

■１－１ 調査の目的・方法等 

産業界が求める人材と高等教育のあり方については、これまで様々な観点から議論が行われて

きた。産業界で求められるとされるスキル・能力としては、「課題設定・解決力」や「コミュニケーション

能力」等が挙げられるが、実際に企業に就職した後に一般社員から管理職へとキャリアを構築する

中で、どのようなスキル・能力がどのような職位の時に必要であったのか、またそれらのスキル・能力

はどのような機関（時期）において獲得したものかについての調査は、知る限りでは見当たらない。

また、個人の専門性や学歴によって、それらのスキル・能力の必要性や獲得機関（時期）に何らか

の違いがあるのかは非常に興味深い。 

本調査は、日本国内の企業に勤務する管理職を対象とした「スキルや能力の獲得」に関する意

識調査の結果から、産業界における人材育成等についての意識や実態について把握し、今後の

科学技術政策の推進に資する基礎的なデータを得ることを目的とするものである。 

 

■１－２ 調査対象と調査方法、調査項目等 

（１）調査手法 

日本国内の企業に常勤の管理職（正社員のうち、課長級及び部長級以上で部下を３人以上有

する者）として勤務する 40歳代と 50歳代の男女を対象として、就職に関する意識や一般社員／主

任・係長級／課長級／部長級のそれぞれの時期に業務に役に立ったと思うスキルや能力とそれら

の獲得機関（時期）等について、インターネットを利用したアンケート調査を実施した。 

 

（２）調査対象 

 インターネット調査会社の保有する登録モニターのうち、日本国内の企業に常勤の管理職（正社

員のうち、課長級及び部長級以上で部下を３人以上有する者）として勤務する 40歳代と 50歳代の

男女（性別はインターネット会社に登録のものとする）を対象とした。 

 

（３）調査時期 

 2018 年 3 月 16 日～2018 年 3 月 20 日 

 

（４）有効回答数 

 調査回答者数は 4,000 人（男性 3,847人、女性 153人）であった（性別はインターネット会社に登

録のものとする）。 

 

（５）調査実施会社 

 株式会社クロス・マーケティング（保有パネル数：約 420 万人（調査実施時点において）） 

 

■１－３ 調査回答者の属性 

調査回答者は、インターネット調査会社の保有する登録モニターのうち、日本国内の企業に常

勤の管理職（正社員のうち、課長級及び部長級以上で部下を３人以上有する者）として勤務する
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40 歳代と 50 歳代の男女 4,000 人（男性 3,847 人、女性 153 人）である（性別はインターネット会社

に登録のものとする）。平均年齢は、49.9 歳であった。 

 

（１）年齢別・性別内訳 

回答者の内訳は、40 歳代が 2,000 人（男性 1,898 人、女性 102 人）、50 歳代が 2,000 人（男性

1,949 人、女性 51 人）であった（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 年齢別・性別内訳 

（２）地域分布 

回答者の地域分布は、関東が最も多く、次いで近畿、中部となっている（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 地域分布 
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（３）年齢別・性別職位構成 

本調査では、調査対象者として日本国内の企業に常勤の管理職（正社員のうち、課長級及び

部長級以上）として勤務する 40 歳代と 50 歳代の男女と設定しており、回答者の職位毎の性別・年

齢別構成は図３に示すとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 年齢別・性別職位構成 

 

（４）最終学歴 

回答者の最終学歴を図４に示す。大学卒業が 74.5％と最も多く、次いで高等専門学校・専門学

校、大学院（修士課程）、大学院（博士課程）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 最終学歴 
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（５）職種・職務の内訳 

回答者の職種及び職務を図５-１と図５-２に示す。回答者 4,000 人のうち、製造業に就いている

者が最も多く 1,384 人（34.6％）であった。また、職務については、企画・事務職に就いている者が

最も多く 1,513 人（37.8％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１ 職種の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-２ 職務の内訳 
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（６）専門性 

回答者の専門性については、回答者本人がどう感じているかを重視し、「理系」「理系以外」の２

つの選択肢から選択することとした。その結果、回答者 4,000 人のうち 1,764 人（44.1％）が「理系」

であると回答している（図６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 専門性 
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第２章 産業界で必要なスキル・能力とその獲得 

 

■２－１ 「イノベーションを牽引する人材」に対する意識 

第３期教育振興基本計画（答申）には、「目標（８） 大学院教育の改革等を通じたイノベーション

を牽引する人材の育成」として、「高度な専門的知識と倫理観を基礎に自ら考え行動し、新たな知

を創り出し、その知から新たな価値を生み出す創造性を有して、既存の様々な枠を超えて活躍でき

るイノベーションを牽引する人材を育成する」と記載されている。このことを踏まえ、回答者に「あなた

はご自身のことを「高度な専門知識と倫理観を基礎に自ら考えて行動し、新たな知を創り出し、そ

の知から新たな価値を生み出す創造性を有して、既存の様々な枠を越えて活躍できる、イノベーシ

ョンを牽引する人材」だと思いますか」と尋ねた結果、「そう思う」または「どちらかといえばそう思う」と

回答した者は 2,111 人（52.8％）であった（図７-１）。また、これらの意識と専門性との関係について

は、理系の回答者の方が自身を「イノベーションを牽引する人材」であると感じている割合が高かっ

た（図７-２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 「イノベーションを牽引する人材」に対する意識  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2 「イノベーションを牽引する人材」に対する意識（専門性別） 
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■２－２ 就職時の決定要因 

回答者に対し、就職の際の決定要因と思われる７項目に対する意識ついて尋ねた結果を図８に

示す。「あなたが現在の職を選んだ際、以下の項目についてどれぐらい考慮しましたか」という問い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 就職時の決定要因 
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に対し、「自分の専門が活かせる仕事かどうか（専門性が活かせるか）」「子どもの頃からの夢や憧れ

が実現できるかどうか（幼少期の夢や憧れの実現）」「保護者の意見」「安定した業種（職種）かどう

か」「十分な収入が得られるかどうか」「プライベートを充実させる時間が取れるかどうか（有給休暇や

福利厚生制度の充実等）」「転勤があるかどうか（海外勤務を含む）」の７つの観点から考慮の度合

いを尋ねた。理系の回答者は理系以外の回答者と比べ、「専門性が活かせるか」と「幼少期の夢や

憧れの実現」を考慮要因として重視する傾向が認められる。なお、本調査項目は、先行の「調査資

料-272 大学学部生の科学技術情報と進路選択に対する意識（科学技術・学術政策研究所

（2018 年 3 月））」において、大学学部生を対象に将来の就職に対して同様の質問を実施しており、

是非とも参照して比較されたい。 

 

■２－３ 業務に役立ったスキル・能力の職位による変化 

回答者に対し、18 項目の選択肢の中から「あなたが就職してから現在までのキャリアの中で、そ

れぞれの職位時代の業務に役に立ったと思うスキルや能力を３つずつ選んでください。」と尋ねた

結果を図９に示す。 

一般社員時代から主任・係長級時代、課長級時代、部長級以上と職位が上がるに伴って、「リ

ーダーシップ」「部下（後輩）の管理・育成能力」「ビジョン・政策立案力」「俯瞰力」「社会的視野」の

ようにその必要性が増してくるスキル・能力があることが分かる。その一方で、職位の上昇に伴って

必要性が減っているように認められるスキル・能力（「課題を知る力」「課題を解決する力」「コミュニ

ケーション能力」「業務の遂行能力・倫理観」等）も存在するが、これは「不要になった」のではなく、

新たに必要となるスキル・能力が既存のレベルに追加された結果、相対的に必要性が減少して見

えると理解して良いものと思われる。このような職位の上昇に伴って必要性が減っているように認め

られるスキル・能力は、企業人のベースとして備わっていて欲しいスキル・能力と考えられる。 

また、自身を「イノベーションを牽引する人材」であると考えている 2,111人と、最終学歴が大学院

卒（修士課程、博士課程）であると回答した 498 人を対象に同様の分析を行った結果を、それぞれ

図 10 と図 11 に示す。 

自身を「高度な専門的知識と倫理観を基礎に自ら考え行動し、新たな知を創り出し、その知から

新たな価値を生み出す創造性を有して、既存の様々な枠を超えて活躍できるイノベーションを牽引

する人材」であると考えている 2,111 人については、全ての回答者 4,000 人を対象とした分析の結

果とほぼ同様の傾向が認められる（図 10）。一方、最終学歴が大学院卒（修士課程、博士課程）で

あると回答した 498 人については、「一般社員時代」に業務に役立ったスキルとして、「研究力」「強

みとなる専門知識」「職場における最新技術等への適応力」「数理・データサイエンスに関する知識」

を挙げる回答者の割合が多い傾向が認められた（図 11）。なお、本調査項目は、先行の「NISTEP 

REPORT-177 民間企業の研究活動に関する調査報告 2017（2018 年 5 月）」において、研究開発

人材を採用するにあたって、必須と考える人材能力のニーズについて、博士号取得者を採用した

企業は、相対的に「関連する研究分野に幅広い知識を持つこと」、「特定分野について深い専門

分野の知識を持つこと」の回答割合が高かったとしており参照されたい。 

 

■２－４ 業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期） 

前項 2-3 で示した「業務に役立ったスキル・能力」を回答者が獲得したと考える機関（時期）につ

いて、全ての回答者 4,000 人を対象に分析した結果を表１と図 12 に示す。また、最終学歴が大学
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院卒（修士課程、博士課程）であると回答した 498 人について同様の分析を行った結果を図 13 に

示す。 

いずれの分析結果においても、多くの回答者が業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期）

を「就職した後に職場で」と回答してはいるものの、「コミュニケーション能力」「論理的思考力」「研

究力」「数理・データサイエンスに関する知識」「国際性」等において高等教育機関が果たす役割は

大きいと思われる。また、母集団が偏っているために十分な分析は困難であるものの、最終学歴が

大学院卒（修士課程、博士課程）であると回答した 498人を対象とした分析結果は、大学院教育が

産業界への就職後の業務にも通用するスキル・能力を涵養するものであることを示す嚆矢であろ

う。 

前項 2-3 を含め、これらはキャリア形成における必要なスキル・能力に合わせて高等教育と職場

教育が行われたものと言える。 

  



10 

 

 

   

図
９

 
業
務
に
役
立
っ
た
ス
キ
ル
・
能
力
の
職
位
に
よ
る
変
化
（
全
体
）

※
そ
れ
ぞ
れ
の
職
位
で

3
個
ず
つ
選
択
 



11 

 

  

図
1

0
 
業
務
に
役
立
っ
た
ス
キ
ル
・
能
力
の
職
位
に
よ
る
変
化
（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
牽
引
す
る
人
材
）

※
そ
れ
ぞ
れ
の
職
位
で

3
個
ず
つ
選
択
 



12 

 

  

図
1

1
 
業
務
に
役
立
っ
た
ス
キ
ル
・
能
力
の
職
位
に
よ
る
変
化
（
大
学
院
卒
（
修
士
課
程
、
博
士
課
程
）
）

※
そ
れ
ぞ
れ
の
職
位
で

3
個
ず
つ
選
択
 



13 

 

表 1 業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期）※それぞれの職位で 3 個ずつ選択  
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（表 1 つづき）  
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（表 1 つづき）  
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図 12 業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期）（全体） 
                           ※それぞれの職位で 3 個ずつ選択した合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期）（大学院卒（修士課程、博士課程）） 
                                              ※それぞれの職位で 3 個ずつ選択した合計 
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■２－５ 産業界の管理職が獲得（増強）したいと感じるスキル・能力 

回答者に対し、「あなたが現在、獲得（増強）したいと感じているスキルを３つ選んでください」と尋

ねた結果を図 14 に示す。回答者が獲得（増強）したいスキルとして選択した上位３項目は、「ビジョ

ン・政策立案力」「部下（後輩）の管理・育成能力」「リーダーシップ」であった。一方、現時点でこれ

らのスキルを獲得する際の障害となっていると感じるものについて尋ねたところ、過半数が「特に障

害はない」と回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 産業界の管理職が獲得（増強）したいと感じるスキル・能力 ※3 個選択 

 

■２－６ キャリア形成とライフイベントとの両立への工夫  

本調査では、選択式の調査項目の他に自由記述の項目を設定している。回答者に対し、「あな

たは、これまで仕事を続ける上で、ご自身やご家族のライフイベント（結婚、出産、子育て、介護等）

と仕事とを両立させるために、どのような取組みをされてきましたか。または、どのような支援環境が
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ありましたか。ご自由にお書きください。」と尋ねたところ、1,000 人超が「特にない」「ライフイベントそ

のものがまだない」と回答した。 

一方で、以下のような具体的な対応や実際の状況についての回答も認められた。以下にその一

部を紹介する。 

【男性の回答（一部）】 

「出来るだけ残業や休日の付き合い（ゴルフ）をしないようにする」 

「家庭内のコミュニケーションを密にする」 

「職場に支援環境はなく、ほとんど配偶者に任せきりだった」 

「職場環境の自由度が高いことを利用した」 

「フレックス制度、SOHO 制度の活用」 

「介護支援業者を利用した」 

「職住接近により、通勤時間を短縮した。職場、家族の理解と協力があった」 

【女性の回答（一部）】 

「家族（特に母親）のサポート」 

「生活にメリハリをつける」 

「出産時期の転勤・異動の停止制度の利用」 

「職場の同僚の理解」 

「仕事に割り切りを持つこと」 

「チームで活動すること。また、コミュニケーションを常にとりながら情報共有すること」 

「ライフイベントには会社の理解がある為、あまり苦労は無い」 

「情報を収集して、ベビーシッターなど外部の支援制度や、宅配サービスなどを存分に活用」 

「仕事と家庭のウエイトバランスをその時の自分のモチベーションによって変える。仕事であまりう

まくいってないときは、逆に家庭のほうに力を入れるなど」 

なお、本調査項目は、先行の「犬塚隆志、岡本摩耶．産業界におけるリケジョの活躍．研究イノ

ベーション学会年次学術大会講演要旨集．2017-10-28、32 584-587．」において、製造業で活躍

するリケジョやそのキャリア形成について、ライフイベントとキャリア形成の両立についてのヒアリング

事例を紹介しており参照されたい。 

 

■２－７ 参考： 大学院（博士課程）修了者の結果 

本調査における回答者 4,000人のうち、大学院（博士課程）の修了者は 65人（男性 61人、女性

4 人）であった。年齢別・性別の職位構成は表２のとおりである。（※母集団が限られているため、本

データを用いて議論を行うことは困難である。） 

 

          表２ 大学院（博士課程）修了者の内訳 
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（１）大学院（博士課程）への進学決定時期 

大学院（博士課程）修了者 65 人に、博士課程への進学を決めた時期について尋ねた結果を図

15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 大学院（博士課程）への進学決定時期 

 

 

（２）ポストドクターの経験の有無 

大学院（博士課程）修了者 65 人のうち、ポストドクターとして研究活動に従事した経験を有する

者は、14 人（21.5％）であった（図 16）。産業界で活躍するポストドクター等については、先行の「調

査資料-270 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（2015 年度実績）（科学技術・学術政策

研究所（2018 年 1 月））」も併せて参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 ポストドクターの経験の有無 

 

（３）専門性 

大学院（博士課程）修了者 65 人のうち、自身の専門性を「理系」であると認識している者は、59

人（90.8％）であった（図 17）。 
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図 17 大学院（博士課程）修了者の専門性  

 

（４）「イノベーションを牽引する人材」に対する意識 

大学院（博士課程）修了者 65 人のうち、自身を「高度な専門的知識と倫理観を基礎に自ら考え

行動し、新たな知を創り出し、その知から新たな価値を生み出す創造性を有して、既存の様々な枠

を超えて活躍できるイノベーションを牽引する人材（イノベーションを牽引する人材）」であると認識し

ている者は、50 人（76.9％）であった（図 18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 大学院（博士課程）修了者の「イノベーションを牽引する人材」に対する意識  

 

（５）業務に役立ったスキル・能力の職位による変化と獲得した機関（時期） 

大学院（博士課程）修了者 65 人における業務に役立ったスキル・能力の職位による変化と獲得

した機関（時期）について図 19 と図 20 に示す。 
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図 20 業務に役立ったスキル・能力の獲得機関（時期）（博士課程）【参考集計】 

 

 

■２－８ まとめ 

本調査では、日本国内の企業に勤務する管理職（正社員のうち、課長級及び部長級以上で部

下を３人以上有する者）を対象とした「スキルや能力の獲得」に関する意識調査の結果から、産業

界における人材育成等についての意識や実態について把握し、今後の科学技術政策の推進に資

する基礎的なデータを得ることを目的に分析を実施した。 

その結果、以下のことが明らかとなった。 

○ 理系の回答者は、理系以外の回答者と比べて、就職時の決定要因として「専門性が活かせる

か」と「幼少期の夢や憧れの実現」を考慮要因として重視する傾向が認められる。 

○ 業務に役立つスキル・能力は、職位によって変化する。職位の上昇に伴って必要性が減って

いるように認められるスキル・能力（「課題を知る力」「課題を解決する力」「コミュニケーション能

力」「業務の遂行能力・倫理観」等）は、「不要になった」のではなく、新たに必要となるスキル・

能力が既存のレベルに追加された結果、相対的に必要性が減少して見えると理解して良いも

のと思われる。このような職位の上昇に伴って必要性が減っているように認められるスキル・能

力は、企業人のベースとして備わっていて欲しいスキル・能力と考えられる。その一方で、一般

社員時代から主任・係長級時代、課長級時代、部長級以上と職位が上がるに伴って、「リーダ

ーシップ」「部下（後輩）の管理・育成能力」「ビジョン・政策立案力」「俯瞰力」「社会的視野」は

新たに必要性（比重）が増してくるスキル・能力である。 

○ 最終学歴が大学院卒（修士課程、博士課程）であると回答した 498 人については、「一般社員

※それぞれの職位で 3 個ずつ選択した合計  
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時代」に業務に役立ったスキルとして、「研究力」「強みとなる専門知識」「職場における最新技

術等への適応力」「数理・データサイエンスに関する知識」を挙げる回答者の割合が全回答者

群（全体）と比べて多い傾向が認められた。 

○ 「業務に役立ったスキル・能力」を回答者が獲得したと考える機関（時期）について、全ての回

答者 4,000 人に関して分析した結果、多くの回答者が業務に役立ったスキル・能力の獲得機

関（時期）を「就職した後に職場で」と回答してはいるものの、「コミュニケーション能力」「論理的

思考力」「研究力」「数理・データサイエンスに関する知識」等の涵養において、高等教育機関

が果たす役割は大きいことがうかがえる。 

○ 産業界の管理職が獲得（増強）したいと感じるスキル・能力として選択した上位３項目は、「ビジ

ョン・政策立案力」「部下（後輩）の管理・育成能力」「リーダーシップ」であった。一方、これらの

スキルを獲得する際の障害となっていると感じるものについて尋ねたところ、過半数が「特に障

害はない」と回答している。 

○ 一方で、変化が激しく将来予測も難しいこの時代において、企業は、物事に柔軟に対応でき、

自らイノベーションを起こせるような人材の輩出を期待していると考えられることから、本調査結

果を踏まえた上で、同様の調査を 20 代～30 代を対象に実施することにより、各年代層におけ

るより顕著な特徴の把握が期待できる。 
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